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 温暖化防止活動推進員に対する郵送調査によって、推進員は、高学歴者の割合が高く、定年
後あるいは定年を目前にした男性と活動的な専業主婦が主力であり、男性では、これまでの経験
を活かし社会的に有意義な活動に貢献したいという意欲が高く、女性では婦人会役員などが行
政の勧誘によって推進員になっている場合が多いことなど、男女別の相違点が明らかになった。
３年間の各都道府県代表の全国大会応募申請書をもとにデータベース化を行い、関係主体間の
連携と環境学習を重視し、地域資源を活用したすぐれた実践が多いことが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）： 

Under the law to promote protection against global warming, each prefectural government 

is encouraged to nominate a prefectural center for climate change actions. Almost all 47 

prefectures have such centers. These centers are performing a lot of the tasks of 

outreaching, advocating, education, supporting local level activities and so on. They are 

also educating the volunteers, named “local initiators for climate change actions”. 

Nationwide we have 7246 initiators in total. I selected eight prefectural centers and 

conducted a correspondence questionnaire survey on more than 1500 initiators. I analyzed 

their major characteristics including their motives, attitudes, awareness and actions. 

 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 7,300,000 2,190,000 9,490,000 

２００８年度 4,700,000 1,410,000 6,110,000 

２００９年度 2,900,000 870,000 3,770,000 

年度  

  年度  

総 計 14,900,000 4,470,000 19,370,000 

 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会学 
キーワード：温暖化対策、気候変動、環境社会学、環境ガバナンス、環境 NGO、 



 地球温暖化防止活動推進員、地球温暖化防止活動推進センター、地球温暖化防止活動推進法  
 
１．研究開始当初の背景 
（１）地域レベルでの温暖化対策に関する社
会学的研究は、その問題の重要性にもかかわ
らず、国内ではほとんど皆無といっていい状
況だった。 
（2）研究代表者は、2003年から宮城県地球
温暖化防止活動推進センターのセンター長
を務めており、各都道府県の推進センターの
関係者とインフォーマルなネットワークを
持っていた。2007年7月から09年7月までは、
全国連絡会の代表幹事として、フォーマルに
も、このネットワークの代表者となり、07年
度から09年度までの3年間にわたって開催さ
れた「ストップ温暖化一村一品大作戦全国大
会」の実行委員長を務めた。このような参与
観察もふまえて、インサイダー的な視点も含
めて研究を遂行することができた。 
 
２．研究の目的 
（１）日本の温暖化対策の中でも国際的に
特筆される、道府県レベルで「地球温暖化
防止活動推進センター」として指定を受け
（以下、推進センターと略記）、この推進セ
ンターが研修を行って、都道府県が委嘱を
行う地球温暖化防止活動推進員という制度
がある。2009 年 7 月末現在、全国で 7246
人が委嘱を受けている（1 県あたり少ない
県は 10 人、最も多い鹿児島県は 526 人）。
これらは 1998 年成立の「地球温暖化対策
推進法」（2008 年改正）にもとづき、各推
進センターは「啓発・広報活動」「活動支援」
「照会・相談活動」「調査・研究活動」「情
報提供活動」などにあたっている。 
（2）本研究は、推進センターおよび推進
員、これらと関係の深い国および地方公共
団体の温暖化対策担当部局、関係する環境
NGO、これらの間のコラボレーションに焦
点をあて、推進センターや推進員に対する
聴取調査や質問紙調査をもとに、どのよう
な社会的条件とコラボレーションのもとで、
どのような温暖化対策が地域レベルで効果
をあげうるのか、地域社会における温暖化
防止対策の政策評価を社会学的に行おうと
する研究である。 
（3）あわせて、代表的な 8 府県の推進員
を対象に、彼らが推進員に応募した動機、
主な職業経歴、価値観や信条、ライフスタ
イル、NGO などとのこれまでの関わりに
ついて聴取調査や質問紙調査を行い、どの
ような社会的条件が推進員としての活動を
動機づけ、積極的な活動を促進してきたの
かを解明する。 

 
３．研究の方法 
（１）マクロ的な県レベルの諸変数、次に
メゾレベルの推進センターの活動とコラボ
レーションに焦点をあて、さらにミクロレ
ベルの各推進員の意識と行動に着目するこ
とにした。基本的なフレームワークは以下
のとおりである。 
 
マクロレベル（県の属性・デモグラフィッ
クファクターなど） 
       ↓ 
メゾレベル（推進センターの歴史・コラボ
レーション・組織特性など） 
       ↓ 
ミクロレベル（推進員の動機・信条・ライ
フスタイルなど）       
       ↓ 
  図 1 研究の基本的フレームワーク 
 
（2）どのような地域特性が地域の温暖化
対策を規定しているのか、まず人口密度・
拠点性など都道府県のデモグラフィックな
変数などについて検討した。 
（3）推進センターの歴史・設立の経緯、
母体組織との関係、県・政令市の温暖化対
策担当部局との関係・連絡の密度、財政基
盤、推進員の募集のしかた・応募の条件、
推進員の研修制度の内容、推進制度の地域
的な特徴、環境 NGO や企業・大学研究者
などとのコラボレーションの内容などにつ
いて、ケーススタディを行った。 
（4）推進員に対して応募動機、主な職業
経歴、価値観や信条、ライフスタイル、NGO
とのこれまでとの関わり、パーソナルなネ
ットワークなどについて聴取調査を行い、
彼らの問題関心や動機づけの社会的背景を
探った。 
（5）これらをふまえ、質問紙調査の対象
県として、宮城県・山形県・長野県・京都
府・兵庫県・広島県・山口県・沖縄県の 8
府県を選定した。2008 年は、京都議定書の
定める第 1 約束期間に入ったこと、7 月に
北海道の洞爺湖サミットが開催されたこと
にともなって、マスメディアでも、温暖化
問題に関する報道が顕著に目立つようにな
り、それらもふまえて「地域レベルでの温
暖化対策の概要調査」の調査項目を大幅に
拡充した。先行研究をふまえ、都市規模・
拠点性・集積性、現地の協力体制などを考
慮して、約 1500 人の推進員を対象に郵送
調査を行い、計量分析による検証をすすめ



た。 
 （6） 「ストップ温暖化一村一品大作戦全国
大会」は、３年間で３５９６件の応募を得、４７都
道府県代表によってコンクールを行ってきた。
３年間の各都道府県代表の応募申請書をもと
にデータベース化を行った。 
 
４．研究成果 

（１）２００８年度に実施した８府県の「地球温

暖化防止活動推進センター」の約1500人の温

暖化防止活動推進員を対象とした、郵送法に

よる質問紙調査（約900人の推進員から回収）

結果について分析をすすめた。回収率は６０

〜８０％とどの府県でもきわめて高かった。 
（２）大卒以上の高学歴者の割合が高く、定
年後あるいは定年を目前にした男性と活動的
な専業主婦が推進員の主力であり、男性の場
合には、職業経験や活動経験などから得た社
会的に有意義な活動に貢献したいという意欲
が高く、女性の場合には婦人会役員などが行
政の勧誘によって推進員になっている場合が
多いことが明らかになった。 
 （３） 節電などの温暖化防止活動の実行度
は女性が高く、男性は情報提供などの実行度
が高い。国の温暖化対策への評価は全体的
に低いが、地元の府県に対する評価が、とく
に京都府などで高く、環境省に対する評価も
相対的に高いこと、メディアの温暖化問題に
関する報道への評価は高いことなどが明らか
になった。 
 （４） 国や都道府県の政策的・財政的な支

援はどのようにあるべきか、さらに、地域社会

における温暖化防止対策の政策評価を行うう

えで、全国ではじめての貴重なデータが得ら

れた。このデータを国および都道府県、市町

村の温暖化対策の推進のために活用していき

たい。 

 （５） 研究代表者が初年度から実行委員長

として参与観察してきた、これら推進センター

が関与する「ストップ温暖化一村一品大作戦

全国大会」は、３年間で３５９６件の応募を得、

４７都道府県代表によってコンクールを行って

きた。３年間の各都道府県代表の応募申請書

をもとにデータベース化を行い、関係主体間

の連携と環境学習を重視し、地域資源を活用

したすぐれた実践が多いことを明らかにした。

この取り組みの意義について、１２月にデンマ

ークで開催されたCOP15のサイドイベントで報

告し、大きな国際的反響を得た。 
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